第１４回大阪府食の安全安心推進協議会

日時：平成25年９月４日（水） 午前10時から午前11時35分
場所：プリムローズ大阪 ２階 鳳凰（東）の間

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
定刻になりましたので、ただ今から、第１４回大阪府食の安全安心推進協議会を開催させていただきます。

本日は皆様、何かとご多用のところご出席賜りまして、誠にありがとうございます。

私は本日の司会進行を務めさせていただきます大阪府の食の安全推進課長の西野でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

協議会の開催にあたりまして、大阪府健康医療部長の髙山より、ごあいさつ申し上げます。
髙山健康医療部長

早朝より本協議会にご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。また日ごろから大阪府の健康医療行政の推進に格段のご理解、ご協力をいただいておりますことを改めて厚く御礼申し上げます。

　さて、本協議会でご議論いただきました第２期の大阪府食の安全安心推進計画につきましては、本年４月に無事に策定することができました。本計画の策定にあたりましては、委員の皆様の活発なご議論、ご意見をいただきまして、誠にありがとうございました。

　この計画に基づきまして、事業者の皆様はじめ、府民の皆様と協力しながら、さまざまな施策の目標達成に向けて取り組んでまいりたいと思っております。

　食の安全安心を確保するためには、行政だけではなく、食品関連事業者や消費者の皆様のご理解、ご協力が非常に重要であり、食に関する課題を共有し、それぞれの立場でご議論いただける本協議会の役割は、大変大きいものであると認識しております。このたび本協議会委員に引き続きご就任いただきました委員の皆様、新たにご就任いただきました委員の皆様方には、食の安全に関する専門家として、また食品関連事業者や消費者の代表として、積極的なご意見をいただきますようよろしくお願いいたします。

　最後になりましたが、本日ご出席の皆様方の今後ますますのご健勝、ご活躍をご祈念いたしましてあいさつに代えさせていただきます。よろしくお願いします。

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　さて、本協議会設置から６年間、府の食の安全安心推進の取組に対し、委員の皆様より多くのご意見をいただきながら取り組んでまいりました。本協議会委員の任期は、「大阪府食の安全安心推進協議会規則第３条第３項」により２年としておりまして、このたび委員の改選を行い、事務手続き上７月26日付で委嘱の手続きを行ったところです。

　ここで委員の皆様方を順にご紹介させていただきます。それでは、お手元の委員名簿に沿って紹介させていただきます。 

　（委員紹介・略）
　なお、本日は関係行政機関として、近畿農政局、大阪市、堺市、豊中市、高槻市、東大阪市の皆様方にもオブザーバーとしてご参加いただいております。
では、会議を開催します前に、本日お手元に配布しております資料の確認をさせていただきます。

　（資料確認・略）

　それでは、ただ今から始めさせていただきます。本協議会は、大阪府食の安全安心推進協議会規則第６条第２項により、委員の過半数が出席しなければ会議を開催することができないこととなっております。本日、ご出席いただきました委員は20名で、委員総数23名の過半数に達しており、定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。なお、榎本委員、菅委員、平川委員におかれましては所用のため欠席でございます。

　では、議事に移ります。

　議事の１「会長の選出について」でございますが、協議会規則第５条により、本協議会には会長を置き、会長は委員の互選によって定めることとなっておりますが、会長の選出にあたりどなたかご推薦いただけませんでしょうか。

小崎委員

推薦させていただきたいと思います。従前、この協議会の会長をしておられました中村桂子先生にお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
では、拍手をもって承認としてよろしいでしょうか。

〔拍手〕

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
ありがとうございました。ご賛同いただきましたので、中村桂子委員には引き続き会長をお引き受けいただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。中村委員には、恐れ入りますが、正面の会長席のほうへご移動をお願いいたします。

　それでは、中村会長から一言ごあいさつをいただければと思います。

中村会長

６年たちましたので引退してもいいころかなと思いますけれども、ご推薦いただきましたので、一生懸命務めさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

　委員の中におなじみの顔もたくさんありますけれども、初めての方もいらっしゃいますので、おなじみの方は「いつも同じことを言っている」と思われると思いますが、初めての方に向けてということで、最初に少しだけ私の思いをお話しさせていただきたいと思います。

　私は生き物の研究をしていますが、生き物にとっては、「食べる」ことが一番の基本であり、しかも「安全で安心なものを食べる」ことが大事です。

　他の生き物は、安全安心を自分でよく判断しているのですが、人間はだんだんその能力が怪しくなってきています。しかも自然界にないものの増加などもありますのできちんと考えることが今とても大事になっています。
　委員名簿をご覧になっておわかりのように、本当にさまざまな立場の方がいらっしゃいます。生産する方、販売する方、消費者として「食べる」立場としてご参加の方もいらっしゃいます。どういう立場の方も、今申し上げたように生き物として「食べる」ということをしない人はいないわけです。もちろんお仕事としての立場をきちんと踏まえてのご発言は大事ですけれども、全体としては、食べない人はいない、「食べる」ということは、自分自身にとって大事なんだということをベースにしたいと思います。その上で、いろいろなお立場からの発言をするという共通基盤を持ちませんかというのが私のこの会への提案です。そういう形でいろいろ考えていただければありがたく思います。

　安全安心が基本ですけれども、TPPなど国際的にもいろいろな動きがありますし、考えなければならないことはさらに多くなっています。

　特に大阪は、「食といえば大阪」と言われる場所ですので、国際的なことも、基本的なことも考えながら、やはり大阪ということも意識したいと思います。食では先進の地域だということで大阪の問題を考えるだけではなくて、日本全体、世界全体に対して先進的にそういう発信をしているんだという気持ちも持ちたいと思っています。

　最後に少し本音を申し上げます。６年やってまいりまして、今までご参加くださった委員の方たちは本当に一生懸命やってくださったと思いますし、府もいろいろな形で一生懸命やっていらっしゃることは、本当に有り難く思っております。ただ、資料を見ているときちんとやっているのだけれども、具体的な広がりを見ると、少し物足りない。府民全員が食べているのですから、これが府民全体にもっと広がって欲しいです。この活動は一生懸命やっている割にちょっとこのあたりに問題があると、本音を申しますとそういう気持ちもあります。

　ですから、次の２年間、ぜひ、これをもっと広がりがある活動にするということに皆様ご努力いただきたいというのが私のお願いでございます。長くなりましたけれども、よろしくお願いいたします。

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
ありがとうございます。引き続きまして、会長代理の選出でございます。協議会規則第５条第３項により、会長が指名することになっております。このため、中村会長からご指名いただくということでよろしゅうございますか。

中村会長

わかりました。私がこの役をできないときに代理をしていただいたり、私を助けていただいたりする方として、会長代理を決めなければなりません。前の会のときにもお願いしておりました音田委員にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　ただ今、中村会長から、会長代理に音田委員のご指名がございました。会長代理は音田委員にお願いいたします。会長代理は、恐れいりますが、正面の会長代理席のほうへご移動をお願いいたします。

　それでは、ただ今からの議事の進行につきましては、会長にお願いしたいと存じます。会長、よろしゅうございますか。

中村会長
では、会議を始めます。この会議は、すべて公開ということになっておりますので、事務局で議事録を作って、府のホームページで公表していただくことになっています。これは府のほうによろしくお願いいたします。

　では、皆様のお手元にあります次第に沿って議事を進めていきたいと思います。よろしくお願いいたします。先ほども申しましたように、きょうは新しい協議会ということで、全く新しくいらっしゃった方もおられますので、これまでの協議会の取組について、事務局から簡単に説明をお願いいたします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　事務局からご説明させていただきます。

　平成19年７月26日に第１回の協議会を開催いたしましてから、本年２月７日までに合計13回協議会を開催いたしました。

　本協議会の担任事務は、大阪府附属機関条例第１条に規定されているとおり、大阪府食の安全安心推進条例第８条に規定する「食の安全安心推進計画」の策定、及びその他食の安全安心の確保についての重要事項の調査審議でございます。

　この「食の安全安心推進計画」は、大阪府における食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためのものです。平成20年に５カ年計画として策定した本計画は、昨年、最終年度を迎えましたので、昨年度は第２期計画を策定するため、協議会においてご意見をいただくとともに、パブリックコメントの募集手続きを経まして、本年、第２期計画を策定したところでございます。

　さらに、協議会に３つの部会を設置し、食の安全安心確保のための具体的な施策についてご審議いただいております。

　１つは、情報発信評価検証部会で、平成20年９月に「情報発信のあり方について」ご提言をいただきました。現在、この提言をもとに取組を進めているところであり、リスクコミュニケーションの実施や、食の安全安心メールマガジンの配信などに努めております。

　本部会では、このような府の情報発信の取組が適切であるかどうかについて評価検証していただくとともに、ご意見を伺うことになっております。

　次に、事業者あり方検討部会でございます。

　食の安全安心への取組ができている事業者を広く知っていただくことで、少しでも消費者の不安感が減少し、信頼される施設が増えることを目的とした認証制度についてご議論いただき、大阪版食の安全安心認証制度を平成21年４月よりスタートいたしました。現在、認証を受けている施設は147施設となっております。

　また、食の安全安心の確保に関し、特に優れた取組をした者に対する顕彰についてもご意見をいただき、昨年、大阪府食の安全安心顕彰制度ができたところでございます。この顕彰の候補者の審査についても本部会に担任していただいております。

　そして、３つ目が、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会です。部会の名称にもございますが、大阪版食の安全安心認証制度において、施設の認証にあたる認証機関の適性について審査していただくための部会であり、この判断に基づき、府が認証機関を指定いたします。以前は、本協議会とは独立した委員会でございましたが、昨年度、会議体の位置づけの見直しを行いまして、協議会の部会となったところです。

　以上これまでの概要を説明させていただきました。

中村会長

どうもありがとうございました。新しい方に簡単に申しますと、まず、概要としてありますけれども、第２期計画というのは25年度から29年度まで。この間の計画を立てましたので、これに従って行動していくということになります。常にこれを参照なさってください。

　それから、部会がございまして、一つが情報発信評価検証部会。どんな部会かというのは後でご説明します。もう一つは、事業者あり方検討部会。これが認証制度を決めています。私が先ほどチラッと申しましたのは、こういう制度で良い施設を認証していくのですが、これがもっと広がっていってほしい。顕彰制度もできましたので、この活動も広がってほしいと思います。もう一つが、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会で、これも今申し上げたこととつながっています。

　これから一つ一つ部会の細かい説明などはしますので、そういう形で動いているということを、新しい方はご理解いただきたいと思います。

　では、次に議事を進めてまいります。今申しましたように、議事の２「部会について」、事務局からご説明をお願いします。

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　それでは事務局から説明させていただきます。３枚目の資料１をご覧ください。

　第７条第１項に協議会に、必要に応じて部会を置くことができると規定しております。

　先ほど事務局から説明しました事業の運用の中にも部会の名前が出てきておりますが、まず、情報発信評価検証部会。これにつきましては、記載のとおり、食の安全安心に関する情報が府民及び食品関連事業者に適切に提供されているかどうかの評価検証を行うという部会でございます。委員の構成としましては、府民３名、有識者４名、事業者２名という形で組織させていただきたいと思っております。

　それから、事業者あり方検討部会。事業者の積極的な取組を促すための認証制度や食の安全安心に係る取組を奨励する顕彰制度について検討を行う部会でございます。府民２名、有識者１名、事業者５名で組織させていただきたいと思っております。

　それから、もう一つ、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会。大阪版食の安全安心認証制度の認証機関が適正に認証業務を遂行できるかどうかを審査する部会でございます。府民３名、有識者２名、計５名の方でお願いしたいと思っております。

　今回、新たに協議会委員の方を委嘱しましたことから、各部会の部会長及び部会員についても改めて指名する必要がございます。この協議会規則の第７条第２項におきまして、部会に属する委員および部会長は会長が指名すると規定しておりますことから、中村会長よりご指名をお願いいたします。

中村会長
はい。では、お任せいただきましたので、委員の方をお願いしたいと思います。今から資料としてお配りいたしますので、それで指名というふうにさせていただきます。お配りください。

　お配りいただいた形で３つの部会の委員、このような形でお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
それでは、各部会の部会長及び部会委員に指名された皆様方のお名前を、私どものほうでご紹介させていただきます。

　（委員紹介・略）
　各委員には２年間よろしくお願いいたします。

中村会長
ありがとうございました。では、委員の皆様よろしくお願いいたします。特に、音田部会長、小田部会長よろしくお願いいたします。せっかくですので、部会長に一言ずつお願いします。

音田部会長
ただ今ご指名いただきまして、情報発信評価検証部会の部会長を務めさせていただきます。

　この情報発信評価検証部会というのは、きょう皆様のお手元にいった資料の中にもある設置理由を読んでいただいたらわかると思いますが、食の安全安心に関する情報が府民及び食品関連事業者に適切に提供されているかどうか評価検証を行う、というのが目的で設置されております。

　ただ、食の安全安心に関わる情報といいましても、日々新たな問題が起きており、新しい知識が必要という状況で、府としていかに適切に情報発信を行っていくか、また、事業者と消費者間のリスクコミュニケーションといった大変重要な問題がこれから起きていくと思いますので、また新たな顔ぶれで一生懸命努めてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

中村会長
小田部会長、お願いいたします。

小田部会長
　ただ今ご指名にあずかりました、事業者あり方検討部会と、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会の部会長を務めます、小田でございます。よろしくお願いいたします。

　特に事業者あり方検討部会のほうは、冒頭に中村会長からご指摘があったように、もっと広く認証される施設を増やし、もっと大阪の中に根付いて、こういう制度を府民の皆様に知ってもらうということで、今までもやってきたのですが、これをより強化してやらなければならないという思いであります。

　認証機関の審査につきましても、事業者あり方検討部会の検討の中で、認証機関を増やそうということで、民間の団体にも間口を広げてきたという経緯のもとにつくられてきたわけでありますけれども、先ほど説明がありましたように部会の中に位置づけるということで、認証を受ける事業者も増やしながら、それをきちっと審査する審査機関も増やしていくという、車の両輪でやらなければならないということで非常に責任を感じております。ぜひ府民の期待に応えられるように頑張っていきたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。

中村会長

どうもありがとうございます。よろしくお願いします。先生、ごめんなさい。先生を中心にした委員の方々のご努力はとてもよくわかっていますけれども、もっともっと広がってほしいと思いましたものですから。よろしくお願いいたします。

　では、部会の活動に期待して、次の議事に入りたいと思います。議事の３「大阪府食の安全安心推進協議会事業者あり方検討部会の実施報告について」に入りたいと思います。事務局、これも説明をお願いします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
事務局よりご説明させていただきます。資料２をご覧ください。

　食の安全安心推進条例第18条に基づく新たな顕彰として、事業者あり方検討部会でご検討いただきまして、昨年度、「大阪府食の安全安心顕彰制度」を設けたところでございます。この新たな顕彰制度の第１回の表彰対象者を選考するため、平成25年３月27日に事業者あり方検討部会を開催し、審査・選考を行いました。今回は協議会委員、大阪府から推薦された７組の皆様すべてが表彰されることとなりました。配布いたしました資料に受賞者と講評をまとめさせていただいております。

　資料２をご覧いただきますと、計７組の皆様方を表彰させていただき、事業者部門から５組、消費者部門から２組となっております。

　まず、農事組合法人かなん様。選定理由といたしまして、大阪エコ農産物認証制度の取組、地産地消をはじめとした地域の活性化、次世代への熱心な食育活動など、大阪を代表する総合的に素晴らしい取組を評価させていただきました。

　２組目ですが、有限会社しものファーム様。生産履歴の公表や大阪エコ農産物認証制度、GAP（農業生産工程管理）への取組などの安全安心な「こまつな」を生産する熱心な姿勢や、食育活動を積極的に行うなど、食の安全安心の推進へ向けた取組を評価させていただきました。

　株式会社フレンドリー様。独自の品質保証システムを確立し、加えて大阪版食の安全安心認証制度を支店に導入するなど、組織として食の安全安心の推進を強化する体制を評価いたしました。

　松尾義信様。食の安全安心の推進に関するボランタリー精神と長年の活動、また、地域に密着した積極的な活動を評価いたしました。

　三好岩雄様。大阪版食の安全安心認証制度の普及に関して、移動販売車への認証マークの掲示がユニークであり、また、パネリストや講師としての活動を含めた幅広い普及啓発活動を評価いたしました。

　NPO法人関西消費者連合会様。消費者の立場から地道に食の安全安心の取組を行っていること、また、事業者や行政と連携しながら活動している点を評価いたしました。

　吹田市消費者団体協議会様。団体間の連携を重視した地道な活動に加え、食の安全安心に関する情報発信や啓発活動を熱心に行っている点を高く評価させていただきました。

　また、参考までに、第１回表彰式と本顕彰制度について実施したアンケートについて、資料２の裏面にお示ししておりますのでご覧ください。

　表彰式でございますが、平成25年４月26日から開催されました、「'13食博覧会・大阪　ス米ル・マルシェ食育館」のステージで、松井知事より表彰状を手渡していただきました。

　また、このときに顕彰制度に関するアンケートを来場者約100名にちょうだいいたしました結果を記載させていただいております。

　「この表彰制度を通じて、食の安全安心に取り組んでいる方がいることを知ることで、食に対する安心感が高まると思いますか」という質問に、８割以上の方が「そう思う」と回答してくださっています。

　Ｑ３では、「今後、どのような場所で表彰式を行うのが良いと思いますか」というご質問をさせていただいておりますが、やはり、食品関係のイベント会場でやるのがいいでしょうということで回答をちょうだいしております。

　また、「表彰制度自身をPRする手段として良い方法は何だと思いますか」ということでは、ホームページへの掲載、街頭でのキャンペーン、イベント会場でのパネル展示など、こういうものを活用すればいいのではないかという回答をちょうだいしております。

　以上でございます。

中村会長
　どうもありがとうございました。今のご報告に対してご質問、ご意見がおありでしたら、どんどんおっしゃってください。よろしいですか。では、この会議の中で、途中で思い付いたらご意見なりご質問なりおっしゃってください。

　では、議事としては次に移りたいと思います。議事の４「第１期大阪府食の安全安心推進計画の取組まとめについて」、事務局からご説明をお願いします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　事務局からご説明させていただきます。お手元の資料３をご覧ください。

　昨年度の取組内容が確定いたしましたので、「第１期大阪府食の安全安心推進計画の取組のまとめ」についてご説明させていただきます。

　すでにご存じのとおり、第１期計画では、府が取り組むべき施策を３つに大別しております。１つ目として「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」、２つ目として「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備」、３つ目として「情報の収集及び提供」、この３つの分類に分けて取組内容を明確にしまして、施策を推進してまいりました。こちらの資料は、計画の取組最終まとめの資料になっております。

　構成ですが、今申し上げました３つの分類に応じて、「各取組内容の概要」と、１ページ目をめくっていただきますと「事業目標の進捗状況」という表がございますが、目標の達成度合いを表として入れております。それから、２番目の「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備」、３番目の「情報の収集及び提供」という形で構成させていただいております。

　１ページ目に戻っていただきまして、「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」ですが、監視指導の体制の整備といたしまして、生産段階での取組として貝毒の監視をまとめさせていただいおります。

　大阪湾沿岸に生息する二枚貝につきましては、平成14年に初めて毒化いたしまして、貝毒の原因となる有害プランクトンの定点調査を年間を通して大阪府で実施し、状況に応じてアサリやアカガイなど二枚貝の貝毒検査を実施してまいりました。

　また、潮干狩りシーズン中の３月～６月については泉南地区潮干狩り場などでアサリの貝毒検査を毎月実施し、アサリの安全対策を図ってきました。

　下に５年間の二枚貝の貝毒発生状況を表にしております。このように平成20年、22年、23年には規制値を超える貝毒が発生している状況でございます。このような状況から引き続き、有害プランクトンの調査や二枚貝の貝毒検査を実施していく必要があるということで、とりまとめさせていただいております。

　次に、製造・加工・販売段階での取組といたしまして、大阪府で毎年度策定しております、監視指導計画に基づく監視指導と検査を記載しております。毎年度、この監視指導計画に基づき、計画的に食品関連施設への監視指導や食品等の検査を実施してまいりました。

　また、食品の放射性物質汚染問題における緊急監視や流通食品の検査、ユッケ等の生食肉の緊急監視など、食品衛生にかかわる問題が発生した場合には、その都度必要に応じて緊急特別監視や検査を実施してまいりました。

　下に平成24年度の監視指導施設数、収去検査件数を記載しております。括弧の中には行政措置件数、違反件数も記載しております。このように監視によって違反とか衛生の不備、また、検査に関しましても農薬の違反、微生物の規格違反なども発見されている状況であり、今後も計画的な監視や食品等の検査を継続して実施していく必要がございます。

　次、ページをめくっていただきますと、健康食品関係施設への合同監視指導ということでございますが、こちらは健康食品を製造または販売する施設に対して、食品衛生法、薬事法、健康増進法、それぞれ法律の中で表示に関する内容、それから、薬事法であれば医薬品関係の規制がございますので、各担当部局が連携して、合同で立ち入ることで指導していくということで実施しております。

　平成24年度の合同監視結果では、製造施設、販売施設計31施設に立入調査をいたしまして、表のとおり、違反を発見しております。

　また、健康食品の医薬品成分の含有の有無を検査するための買上げ検査を実施しておりまして、医薬品成分が出たものについては市場から排除するということで対応しております。５年間の医薬品成分の検出状況は、表のとおりになっております。

　さらに、事業者向けのリーフレットも用いて、正しい知識の普及啓発にも努めてまいりました。

　次に、農林水産物の生産過程での法令の遵守というものですが、流通食品の収去検査を実施している中で食品衛生法の基準内であってもわずかに農薬が検出される場合もあり、そういった場合には、食品衛生法では適合していても生産段階での農薬取締法違反が疑われる場合もございますので、その都度、関連部局や自治体に情報を伝えまして、的確に対応させていただいております。

　次に、表示の適正化の推進ということで、いわゆるJAS法の表示に関して、食品表示指導員等により、府内の食品販売店を年間4,000店以上の巡回点検を実施しました。適正表示率は、平成20年度の約70％から、平成24年度には79％ということになっております。

　３ページ目には事業目標の進捗状況の表がありますが、監視指導施設数が、平成19年度当時35,000件の実績があり、平成24年度目標についても35,000件を挙げさせていただいておりましたが、平成24年度には28,000件ということになっております。ここのところはかなり落ち込んだように見えるのですが、平成24年度には豊中市が中核市に移行しましたので、豊中市の監視の分が件数が抜けているということや、昨年度、浅漬けのO-157の食中毒事件にかかわる製造施設への緊急監視、あるいは生レバーの提供禁止に伴う監視といった、非常に時間を要する事例が重なったということもございまして、監視件数が少し落ち込んでいる状況となっております。

　収去検査に関しましても、平成24年度は、豊中市の分が除かれていますが、放射性物質の検査が500件ほど上乗せされておりますので、4,800件という確定値になっております。

　その他につきまして、進捗状況といたしましては同様の推移状況となっております。

　続きまして、４ページ目の、「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備について」ですが、まず、リスクコミュニケーションの促進といたしまして、こちらではシンポジウム、セミナーなどを挙げておりまして、府民の関心の高いテーマとして、平成24年度には放射性物質をテーマにシンポジウムを実施しております。また、小規模なリスクコミュニケーションといたしまして、サイエンスカフェ形式や小学生向けの体験型の食の安全安心教室など、さまざまな形式によってリスクコミュニケーションを実施いたしました。

　こちらも実績といたしましては、平成20年度６回から、平成24年度10回ということで回数としても増やしてきているところです。

　続きまして、緊急時の体制の整備といたしまして、食中毒発生時の調査体制を挙げております。食中毒発生時には円滑で的確な調査を実施させていただいておりますが、特に食中毒発生時の調査については初動調査が重要になってきますので、今シーズンも流行していたようなノロウィルスのような感染症の疑いがある事例については、必ず、食の担当と感染症担当が合同で調査に入るといった体制も確保している状況でございます。

　また、２期計画の中でも入れているのですが、今後、中核市が増えてくることが予想されますので、中核市との連携も課題になっていくのではないかと考えているところでございます。

　次に、健康被害の拡大防止のための情報の公表でございますが、こちらは食の安全安心推進条例第19条に基づいた取組になります。食品が原因と疑われるような重大な健康被害が発生した場合には、疑いの段階で、拡大防止のために専門家の意見を聞いて、迅速に公表できるという規定になっておりますけれども、幸いにもこの１期計画の中で公表案件に該当するような事例はありませんでしたので、第19条を適用する事例はなかったということになります。

　しかしながら、中国における牛乳へのメラミン混入事案がございまして、このときには、「メラミンに関するＱ＆Ａ」を作成いたしました。また、迅速かつ適切な情報提供ができるよう事例検討を実施しているところでございます。
　次に、自主回収報告制度でございますが、こちらも条例第20条に基づく報告制度でして、府は自主回収の着手だけではなく終了についても報告を受け、府民へ自主回収の情報をホームページへ掲載するとともに、メールマガジンなどによって情報発信をいたしております。表は５年間の自主回収公表案件の件数となっております。

　続きまして、調査研究等の推進についてですが、こちらは府立公衆衛生研究所での調査研究の事例を挙げさせていただいております。公衆衛生研究所では、それぞれ検査法の検討などを重ね、食品理化学検査においては多数の対象の化合物に適用可能な系統分析法を開発しまして、農薬の一斉分析の検査項目数が、平成20年度は132項目であったのですが、平成２４年度は200項目まで増やすことができました。

　動物用医薬品検査可能数につきましても、19項目から33項目に拡充しているという状況でございます。

　微生物検査の担当におきましても、乳のみマウスを使用して、食中毒病因物質と考えられたクドアの下痢原性を世界で初めて証明いたしました。また、クドアの病原性は95℃10分の加熱処理により失活することを明らかにしました。

　また、腸炎ビブリオ菌体に対するモノクローナル抗体を作出し、新たに腸炎ビブリオの免疫学的迅速同定法を考案しました。さらに、志賀毒素産生性大腸菌の培養法についても比較、検討を行いました。

　次に、事業目標の進捗状況を入れておりますが、こちらはおおむね目標どおり進めているという状況になっております。

　次に６ページ、「情報の収集及び提供」でございますが、「正しくわかりやすい情報の収集及び提供」で、ホームページ及びメールマガジンによる情報提供を挙げております。

　メールマガジンは、平成21年４月から配信を開始いたしまして、平成24年度は4,800名の方が登録されている状況でございます。メールマガジンについては、今後も積極的に登録者を増やす活動を行う必要があると考えておりますし、メールマガジンに登録していただいている方がさらにそこから広がるような取組も重要と考えているところでございます。

　次に、知識の普及啓発についてでございます。これは食品衛生講習会の実施を挙げておりまして、消費者及び食品関係事業者に対し、講習会を実施して、食品衛生に関する正しい知識の普及啓発を行いました。24年度の参加人数は17,000名でございます。

　続きまして、事業者の取組の支援でございます。大阪版食の安全安心認証制度を創設し、「飲食店及び喫茶店営業」、「食品を製造する営業」を対象として、平成21年４月から運用を開始いたしました。平成22年２月には「食品を販売する営業」の認証基準を設定し、制度の対象となる業種を３業種に拡大いたしました。食品関連事業者の自主的な食の安全安心の取組を促し、食品業界全体の衛生レベルを底上げするために、この制度を普及させる必要があると考えております。認証施設数は平成24年度で131件ということになっております。

続きまして、大阪エコ農産物認証制度でございます。安心できる農産物を求める府民の声に応えまして、環境にやさしい農業に取り組む農業者を支援するため、大阪エコ農産物認証制度を推進いたしました。平成24年度には505ヘクタールに拡大しているところでございます。

　続きまして、顕彰の実施でございます。食品衛生関係優良施設等の表彰でございますが、衛生管理が一定水準以上の優良な施設及び地域の食品衛生活動に積極的な食品等事業者に対して、食品等事業者の衛生管理意識の高揚を図るために、知事表彰や保健所長表彰を実施しております。

　食品衛生関係優良施設の表彰数は、平成24年度は349件ということになっております。その下に事業目標の進捗状況をご覧のとおり記載しております。先ほどの講習会や表彰数は、部門が減りまして、目標に達成できていない状況になっております。

　第１期の計画の取組のまとめといたしましては、以上のような形になっております。ご覧いただいたとおり、順調に取り組めている項目もございますが、目標に達成できていない項目もあるという状況でございます。以上、第１期最終取組のまとめについて、報告させていただきました。よろしくお願いします。

中村会長
どうもありがとうございました。詳細なご説明がありましたので、いろいろお聞きになりたいこともあると思います。質問でも結構ですし、ご意見でも結構です。何でもおっしゃってください。どうぞ。

武田委員
すみません、初めてなのでよくわからないのでお聞きしたいのですが、５ページ、公衆衛生研究所の調査研究というのがあるのですが、検査方法を研究している所は全国でどれくらいあって、「大阪が検査方法を確立しました、たくさん検査できるようになりました」というのが独自のものではなくて、ほかでもこういう方法をやったらうまく検査ができるようになったというような、向上していくような、横のつながりみたいなものがあるのかということをお聞きしたかったのと、エコ農産の面積が出ていますが、大阪府下でどれくらいの面積があって、そのうちどれくらいがエコ農産に取り組んでいるのか、それをお聞きしたいと思いました。

中村会長

ごもっともなご意見だと思います。この２つについて回答をお願いできますか。
公衆衛生研究所
公衆衛生研究所です。先ほどのご質問は、まず、同じようなことをされているのか、大阪だけかというような研究所のご質問だったと思います。一応、衛生研究所というのは、各都道府県、政令指定都市等で、全国で88カ所ございますけれども、やはり都道府県あるいは市のレベルによりましてスタッフの数もずいぶんと違います。そういう意味では公衆衛生研究所というのは、かなり充実した陣容で業務を行っているということになります。

　また、それぞれの研究機関の連携についてのご質問だったかと思いますが、それぞれの研究機関の間で協議会がございまして、そこで同じような仕事をしている研究者、職員同士は連携して業務を実施しておりますが、当然、その中で競争という形もありますし、それぞれ連携をとりながら、かつ競争をして業績を挙げるように努めている形になっております。お答えになっているかどうかわかりませんが、よろしいでしょうか。

中村会長
ありがとうございます。今のお答えでよろしいですか。

武田委員
自分のところの技術は門外不出みたいなことではなくて、こういういい方法があるから、こういう方法でしたら検査の数がもっと広がるよとか、早くできるよというので高め合うことになっていくことで、大阪もよそから教えてもらって、検査の充実が図れるのではないかなと思ったんですけれども、その辺はいかがなんでしょうか。

公衆衛生研究所

はい、ありがとうございます。こういう検査法、開発そのものにつきましては、今申し上げましたような協議会の中での研究会や学会等で発表しておりますし、クドアの検査法等につきましては、当所のホームページなどで公表しておりまして、広く皆様に利用していただけるようになっておりますし、今ご指摘がありましたように、ほかの研究所で開発された方法等もこちらでも使わせていただいて、お互いに切磋琢磨していくというような形になっております。

中村会長
よろしいですか。では、もう一つの全体の面積に対してというご質問についてはいかがですか。
農政室推進課

農政室推進課です。先ほどのエコ農産物に関するご質問ですけれども、エコではなくて、府内でのベースになる作付面積がどれくらいかというご質問かと思いますが、府内での延べ作付面積というのは大阪府で独自で把握している数字がございません。統計のほうでこれに類した数字があったかもしれませんが、私、今、数字そのものを記憶しておりませんので、参考になりそうな数字としましては、府内の田んぼ・畑といった耕地面積の全体が13,800ヘクタール。確か、最新の数字であったと思います。その中には当然、いまだに使われていないもの（遊休農地）も含まれていますし、反対に、年に何作もかなり高度に活用されている農地もございますので、なべてどれくらいになるかということになりますと、延べの作付面積としては分からないのですが、田んぼの面積としては、使われているものと使われていないもの、なべて13,800ヘクタールありまして、そのうちエコ農産物として延べ505ヘクタールが作付けされているという形になります。ですので、全体からの面積でいいますと、府内の延べ作付面積の半分はいっていますとか、そういったレベルではないと思います。

中村会長

よろしゅうございますか。どうもありがとうございました。これがもっと広がるといいと思います。ほかにございますか。

菊井委員

今ご質問あったことで、農政室推進課が回答されたんですけれども、せっかくエコ農産物の関係が出ましたので……。実は、きょうたまたま、昼からエコ農産物等に関連することの会合が東京であります。大阪はやはり都市農業ですので、都市農業の中で食の安全安心を守る大阪の農業者はこういう姿ですよということを申し上げる協議会があるのですが、その中で、エコ農産物は今平成24年度には505ヘクタールとなっていますけれども、これを今ある遊休農地とか不耕作地、世間の目から見たらあまりいいように思われていないその辺を一歩一歩解消して、その中で減農薬や省化学肥料を使ってエコ農産物を生産してもらおうと、そういう担い手づくりや新しい都市農業の法律を作ってもらうように今運動をしているんですけれども、その辺でエコ農産物を府民にもっとPRして、「大事ですよ。みんな理解してくださいよ。」ということを言う機会がきょう昼からたまたまありますので、付け加えさせていただきたいと思います。

中村会長

ぜひ、よろしくお願いいたします。ありがとうございました。ほかに何かおありになりませんか。はい、飯田委員、お願いします。

飯田委員

２点あるのですが、１点目が公衆衛生研究所のことです。ここに紹介していただきましたように、クドアの病原性の解明をしたり、過去でいいますとベロ毒素のメカニズムの解明をしたり、非常に貴重な実績を挙げられている公衆衛生研究所で、なおかつ、我々から見ますと収去検査を担う中核的な組織になっているということで、非常に大切にしなければいけない機関というふうに以前から思っているところです。

　以前にも少し発言したのですが、この公衆衛生研究所が、大阪市立の環境科学研究所と統合の上、独立法人化するというレールが敷かれつつあると聞いております。ここはその是非を論ずる場ではございませんので、それ以上踏み込みませんが、申し上げたいのは、こういった公衆衛生研究所の機能を損なわない対応をしていただきたいと思いますし、損なわないということよりも、さらに充実させて基礎研究が大事にされて担われていくという組織であってほしいと思っております。これが１点目です。

　もう１点は、食品表示あるいはその監視のことですが、ご存じのように食品表示法が今年の６月に成立しまして、向こう２年までに施行されるというふうに今なっております。１年くらいの間に、新しい表示のルールといいますか、食品表示基準が消費者庁から定められると聞いております。とすると、この第２期推進計画の途上で、新しい食品表示法に基づく表示ルールがスタートし、その監視とか検査・指導等の体制が、新しいルールのもとでスタートするということになります。

　そういう意味でいいますと、新しいルールがどんなふうになるのか、これは消費者も関心があるわけですが、事業者の皆様は、実際にそういう適合した表示をしなければいけないということで関心が高いところだと思います。

　そこで申し上げたいのは、一つは、この府の計画の中に、適切な時期に、食品表示にかかるリスクコミュニケーションを計画しておく必要があるのではないかと考えております。府内でいいますと、中核市や政令市と共同して、そういうリスクコミュニケーションが必要になってくるのではないかなと思います。これが今年度になるのか、来年度の企画になるのか、微妙なところがありますけれども、いずれそういうことが必要になって来るであろうと思います。

　それから、先ほど紹介いただいた第２期推進計画のパンフレットの３面のところに、表示の適正化の部分があって、計画でいいますと、14番、15番の具体的な施策のところがあるのですが、細かいことを言いますと、食品表示法に表示の管轄が移っていきますので、改訂版なり次の印刷をするときは、食品表示法にJAS法なり食品衛生法の表示部分が、あるいは健康増進法の表示部分が一元化された、という旨の表示がどこかに必要になってくるのかなと思っております。

中村会長

はい、わかりました。２つとも大事なご指摘だと思います。公衆衛生研究所の組織のことはここの担当ではないとは思いますが、食の安全を考える立場からそういうことをぜひお願いしたい、ということは申し上げる必要があると思いますので、ぜひ、議事録でそういう形で残したいと思います。

　それから、後のことも、法律が変わりましたら、また何か適切な対応を考えるということでよろしくお願いします。

　ほかにご意見、ご質問ありませんか。はい、どうぞ、お願いします。

小田委員

１番の「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」というところでご報告があったわけですが、違反施設とか農薬取扱法違反の疑いの具体的な姿というか、悪質なところもあるでしょうし、不注意みたいなものもありますが、具体的な例を、平均的な例と悪質な例で少しご説明いただけませんか。

中村会長

よろしくお願いします。今のご質問について。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
事務局からお答えいたします。例えば、製造・加工・販売段階の収去検査の違反数については、いわゆる検査の中で規格基準になるようなもの、例えば、野菜であれば農薬の基準値がオーバーしているというようなケースが代表例かなと思います。ただ、これは悪質というわけではなくて、あるＡという薬剤を使っていい作物と、使ってはいけない作物があったときに、隣接している畑等では風で飛んでしまうというケースがございますので、故意に使っていたということではなかったと記憶しております。

中村会長

あまり悪質なのはなかったということですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
そうですね。悪質なケースはなかったように思います。

中村会長

はい、良かったと思います。ほかにありませんか。どうぞ。

山本委員

すみません、私の職場で消費生活に関するご相談を受けています。今、消費生活センターでよく相談を受けるのが健康食品の送り付け商法で、２ページの「健康食品関係施設への合同監視指導」というものが、大阪でどれくらいの業者さんがこういう健康食品を作っているのか、また、「点検指導を実施しました」というのはどのようなものなのか。お年寄りの方というのは結構、健康食品に興味がありまして、最近ときどきご相談があるのですが、ＳＦ商法（催眠商法）のところに通って何百万円とか、１千万円、２千万円くらいの健康食品を買い続けるということがありますので、健康食品というのは本当に必要なのかという思いがあります。ちゃんとした食品をバランスよく食べれば必要がないものなのに、「健康にいいよ」という形で市場でもいろんなものが出されている。その面においてどこまで府として指導ができるのかという思いもあるのですが、この分を指導なさった方はどういうふうなものなのか教えていただけませんか。

中村会長

今のご質問についてお答えお願いできますか。「健康食品関係施設への合同監視指導」というところの項目。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
申し訳ありませんが、今、私のほうでは把握ができていない状況でございます。指導については、健康食品というのは、表示等についてもそうなんですけれども、食品衛生法、薬事法、健康増進法の法律が絡んでいるということもございまして、それぞれの担当部署がそれぞれでいくということになると、事業者側の方にも労をとっていただかないといけないということになりますので、大阪府のほうでは、合同で監視して１回でいけるように、事業者の方も負担も考えましてこういう形で監視させていただいているところです。

中村会長

ありがとうございました。ある意味では少しお役所的、と言ったら失礼ですが、それとしてはきちっとしていらっしゃると思います。ただ、今おっしゃったことは日常的にはとても問題になっていることだと思いますので、きめ細かな調査や対応をお願いします。今ここで手元にないのはわかりましたけれども、分かる範囲で、次の機会にでもご報告いただけますでしょうか。もし何か問題があったら、ここでも少し考えなければいけないテーマかもしれないとも思いますので、すみませんが、次よろしくお願いします。ごめんなさい。きょうはお答えができませんが、大事なことだと思いますので考えたいと思います。

　ほかにいらっしゃいませんか。よろしいですか。特に新しくいらっしゃった方……。大谷委員、何かおありになりますか。
大谷委員

認証店のことですが、これは自薦、他薦どういう形で認証店をピックアップしていかれるのですか。グループごとに審査されているところがあって推薦されるのでしょうか。

中村会長

この辺り具体的なことをご説明くださいますか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
認証制度の仕組みですが、大阪府が直接、認証店を認証しているというわけではなくて、大阪府のほうで認証機関を指定させていただいています。現在、認証機関が７機関ございまして、認証を取りたいという施設が出たときには、その７つの認証機関のいずれかに申請していただきまして、認証機関は施設に対して、府が決めた審査項目に合致しているかどうかを立入検査、書類審査等を含めまして行い、合致していれば認証するということになっています。

　きょうのお手元の資料に「認証店ガイドブック」という小さいガイドブックがございますが、その21ページを見ていただきますと、下のほうになりますが、簡単な流れがございます。

　これを見ていただきますと、認証を取りたいという事業者が、今言いました大阪府が指定した認証機関に申請いただきまして、その認証機関が立入検査、書類審査等をした上で、認証基準の８割以上できているということであれば、この認証機関から事業者に対して施設認証するという制度でございます。

　この認証機関というのは、大阪府が、先ほど３部会があると言いましたが、その１つの部会で審査機関として適合できるかどうかを審査した上で、決めさせていただいているというものでございます。

中村会長

よろしゅうございますか。はい、どうぞ。

大谷委員

私もよくわかっていないのですが、ガイドブックの認証をもらわれたところを見ていますと、規模がいろいろあると思うんですが、例えば普通の製造加工ですと、HACCPというのがありますよね。HACCP認証制度との関係はどういうふうになっているんですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
認証の基準につきましては、衛生的な部分と、コンプライアンスの部分を認証の基準の中に入れていまして、特に高度な、いわゆるHACCPを取るようなものは審査基準としては入っておりません。大阪府というのは、他府県に比べまして非常に飲食店の施設数が多いので、まずは、まじめにやっている事業者の方が少し努力すれば簡単に取れるような、そういう認証制度にしようと。大阪府の特色を出した認証制度にしようということで、HACCPの衛生的に非常に高度なものというのは、今回、大阪府の基準の中には入っていないという状況でございます。

大谷委員

「こころ」という字の認証マークをもらったことのメリットというのか、大阪では飲食店がたくさんあると思うんですけれども、最初に会長が言われたように、この数からすれば少ないですよね。だから、これを貼ることのメリットがもう少しあれば増えていくのかなと思いました。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
大谷委員のおっしゃるとおりでございまして、我々も何とか認証店を増やして、目につくような、人が集まるような場所にこういうマークがたくさんあれば、ネームバリューも上がって、価値も出てくるということになるんですけれども、まだ数が少ないということで、今回会長も言われていたとおり、ここのところが最大の課題かなと事務局では思っているところでございます。

中村会長

そこが今問題ですね。一つは、自己申請になっていますので、そういうことを知らない人はする気にもならないわけで、それをもっと何かの形で働き掛けていかなければいけないということもあると思います。おっしゃるとおりだと思います。２期の一つの大きな目標だと思いますので、先生もご協力よろしくお願いいたします。

　ほかにおありになりませんか。だいたいよろしいでしょうか。小崎委員は何かよろしいですか。特におありになりませんか。ほかにおありにならなければ、そろそろ時間にもなっていますので終わりたいと思いますが、よろしゅうございましょうか。では、きょうの会合はこれで、というふうにしたいと思います。
いろいろご意見、本当にありがとうございました。新しい方から、新しい視点でのご指摘もあって、いろいろやらなければならないことが出てきたと思いますので、府の方の取組もより充実していただきたい。よろしくお願いいたします。

　では、本日の審議はこれで終了し、事務局のほうにお返しします。

事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
中村会長、どうもありがとうございました。委員の皆様、本当にありがとうございます。協議会委員の皆様とともに、今後とも、府民の食の安全安心を確保できるよう、取り組んでまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いします。

　次回の協議会につきましては、２月ごろを目途に、中村会長と日程調整させていただいた上で考えていきたいと思っております。

　本日は長時間にわたり議論いただきまして、誠にありがとうございました。これをもって閉会にさせていただきたいと思います。本日はありがとうございました。

（終了）
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